
証券コード　7037
2019年３月12日

株　主　各　位
福 岡 市 博 多 区 上 呉 服 町 1 0 番 1 0 号

株式会社テノ．ホールディングス
代表取締役社長 池　内　比呂子

第４期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第４期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2019年３月26日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2019年３月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 福岡市博多区下川端町３番２号

ホテルオークラ福岡　３階　「オークルーム」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
（電話）092‐262‐1111

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第４期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並

びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第４期（2018年１月１日から2018年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://teno.co.jp/）に掲載させてい
ただきます。
　当日は、お土産をご用意しておりますが、議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、ご出席の株主お
一人様に対し１個とさせていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2018年１月１日から
2018年12月31日まで )

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当社は2018年12月21日に東京証券取引所マザーズ市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ

市場に上場いたしました。

株式上場を果たすことができたことは、ステークホルダーの皆さまのご支援の賜物でありま

す。心から御礼申し上げますとともに、上場会社として相応しい体制整備を行い、更なる事業

の成長を通して、ステークホルダーの皆さまのご期待にこたえられるような企業となることを

目指してまいります。

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済・金融政策を背景に企業収益や設備

投資の回復が続いており、雇用・所得環境の改善を反映して個人消費の持ち直しの動きがみら

れる等、緩やかな回復基調が継続することが期待されております。

当社グループを取り巻く事業環境は、2018年６月に政府により決定された「女性活躍加速の

ための重点方針2018」により、女性活躍の場の拡大をさらに推進していくという方針のもと、

保育の受け皿確保のため、「新しい経済政策パッケージ（2017年12月閣議決定）」に基づき、

2020年度末までに32万人分の保育の受け皿整備やその他待機児童の解消に向けた施策が行わ

れる等、女性の就労を後押しする環境整備に強い関心が払われております。こうした政府の方

針を受け、引き続き市場規模の拡大が見込まれるとともに、今後も当社グループが行う事業の

社会的役割は、これまで以上に重要性を増すものと考えております。

このような環境のもと、当社グループは高まる保育所ニーズに応えるべく、保育所の開設を

進め、当連結会計年度に以下のとおり新たに59施設の保育施設を開設しております。また当社

グループの事業拡大に対応するための運営体制強化に取り組み、経営の効率性と収益向上に努

めてまいりました。

（公的保育事業）　　　　　合計４施設

　認可保育所　　　　　　　合計４施設

　　東京都　　　３施設（新宿区２施設、中央区１施設）

　　大阪府　　　１施設（大阪市１施設）
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（受託保育事業）　　　　　合計52施設

　企業内・病院内保育施設　合計52施設

　　福岡県　　　26施設（福岡市16施設、北九州市４施設、古賀市２施設、筑紫野市１施設、

　　　　　　　　　　　　大牟田市１施設、飯塚市１施設、柳川市１施設）

　　鹿児島県　　５施設（姶良市３施設、鹿児島市１施設、指宿市１施設）

　　大分県　　　４施設（大分市２施設、別府市２施設）

　　佐賀県　　　４施設（佐賀市１施設、鳥栖市１施設、唐津市１施設、嬉野市１施設）

　　沖縄県　　　４施設（那覇市１施設、宜野湾市１施設、名護市１施設、

　　　　　　　　　　　　国頭郡金武町１施設）

　　熊本県　　　２施設（熊本市１施設、宇城市１施設）

　　長崎県　　　２施設（大村市１施設、東彼杵郡川棚町１施設）

　　大阪府　　　１施設（堺市１施設）

　　山口県　　　１施設（周南市１施設）

　　広島県　　　１施設（東広島市１施設）

　　岡山県　　　１施設（岡山市１施設）

　　兵庫県　　　１施設（三田市１施設）

（その他）　　　　　　合計３施設

　認可外保育所　　　　　　合計３施設

　　福岡県　　　３施設（福岡市３施設）

　当連結会計年度末では認可保育所等53施設、受託保育所143施設、学童保育所32施設、その他

30施設の計258施設を運営しております。なおその他には、わいわい広場の運営施設数を含めて

記載しております。

　この結果、当連結会計年度における、売上高は9,403,390千円（前年同期比40.8％増）、営業

利益は340,527千円（同142.5％増）、経常利益は294,138千円（同92.6％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益は163,237千円（同68.9％増）となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。なお、記載のセグメントの業績はセグメン

ト間取引の相殺前の数値であります。

（公的保育事業）

　公的保育事業におきましては、東京都や大阪府を中心に認可保育所の新規開設に注力いたし

ました。この結果、当連結会計年度における売上高は5,697,974千円（前年同期比30.1％増）、

セグメント利益は478,637千円（同99.7％増）となりました。
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（受託保育事業）

　受託保育事業におきましては、福岡県を中心に企業・病院等が設置する保育施設の新規受託

に注力いたしました。この結果、当連結会計年度における売上高は3,245,383千円（前年同期比

55.9％増）、セグメント利益は181,272千円（同54.8％増）となりました。

（その他）

　その他におきましては、幼稚園や保育所に対する保育人材の派遣事業への注力や認可外保育

所３施設の新規開設等を行いました。この結果、当連結会計年度における売上高は477,262千円

（前年同期比90.0％増）、セグメント利益は11,223千円（同61.6％減）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度は、公的保育事業における新規認可保育所の設備投資及びその他における新

規認可外保育所の設備投資を中心に、有形固定資産の取得による支出1,064,233千円を実施しま

した。主な内容は下記のとおりであります。

保　育　所　名 保育所の種類 開　設　日

 ほっぺるランド天王寺上本町 認可保育所 2018年４月１日

 ほっぺるランド新島橋かちどき 認可保育所 2018年４月１日

 ほっぺるランド北新宿 認可保育所 2018年４月１日

 ほっぺるランド上落合 認可保育所 2018年５月１日

 保育園テトテ　ひらお
認可外保育所

（企業主導型保育事業）
2018年４月２日

 保育園テトテ　ちはや
認可外保育所

（企業主導型保育事業）
2018年４月２日

 保育園テトテ　やくいん
認可外保育所

（企業主導型保育事業）
2018年４月２日

③　資金調達の状況

　当社は、2018年12月21日に東京証券取引所マザーズ市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ

市場へ株式上場し、これに伴い、公募増資により618,240千円の資金調達を行いました。また当

連結会計年度中に、主に設備投資の資金として、金融機関より長期借入金として607,000千円の

調達を行いました。
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(2) 財産及び損益の状況

区 分
第 １ 期

(2015年12月期)
第 ２ 期

(2016年12月期)
第 ３ 期

(2017年12月期)

第 ４ 期
(当連結会計年度)
(2018年12月期)

売 上 高(千円) － 4,776,160 6,678,939 9,403,390

経 常 利 益(千円) － 89,979 152,750 294,138

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

(千円) － 49,388 96,636 163,237

１株当たり当期純利益 (円) － 44.49 87.06 145.66

総 資 産(千円) － 3,742,352 5,219,368 6,410,505

純 資 産(千円) － 556,497 653,133 1,435,410

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － 501.35 588.41 981.01

（注）１．当社は、第２期より連結計算書類を作成しておりますので、第１期の各数値は記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、2018年５月24日開催の取締役会決議により、2018年６月29日付で普通株式１株に

つき200株の割合で株式分割を行っておりますが、第２期の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社テノ．コーポレーション 50,000千円 100.0％ 公的保育事業

株 式 会 社 テ ノ ． サ ポ ー ト 50,000千円 100.0％ 受託保育事業、その他
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(4) 対処すべき課題

①　人材の確保

　当社グループ運営施設の増加に伴い、保育士、調理師、看護師等の資格を有する優秀な人材

の確保が急務となっています。特に保育士の有効求人倍率は全国的に上昇の一途を辿っており、

大都市圏を中心として年々採用が難しくなる傾向が続いております。このような中、当社グル

ープではこれまでの経験者を中心とした採用から新卒者採用にも注力し、門戸を広げておりま

す。また給与条件の改善をはじめ、業務効率化による働きやすい環境づくりの推進、研修制度

の充実（海外での研修実施等）、人事評価制度の見直し等を通じた総合的な待遇改善への取組

みを進め、優秀な人材の確保に向けた施策を進めております。

②　人材の育成

　保育士資格取得やベビーシッター向けの講座、子ども・子育て支援研修制度による自治体主

催研修への講師派遣等を通じ、外部人材の育成・教育を実施しております。また、当社グルー

プ運営施設においては、保育スキルアップ研修や安全・アレルギー研修等を通じ、常に質の高

いサービスを提供するために、人材への継続的な教育投資を実施しております。

③　保育の質の維持・向上

　当社グループでは、公的保育事業を株式会社テノ.コーポレーションが、受託保育事業を株式

会社テノ.サポートが担っております。事業特性に応じた組織運営によりノウハウの集約を図

り、効率的・組織的な管理体制を構築しています。また、研修機会の充実や総合的な処遇改善

等による働き方改革の推進により、保育の質の維持・向上に努めてまいります。

重ねて保育の現場では、保育士等の職員がより保育に集中できる環境作りやより児童と向き

合う機会を作る仕組みの構築に努めております。具体的には、タブレット機器の導入や見守り

カメラの設置といった保育施設のＩＣＴ化（コンピューター技術を活用した保育業務の支援機

器等の導入）を推進しております。

④　コンプライアンスへの取り組み

　児童福祉法をはじめ、保育事業を展開するにあたって根拠となる法律・条令等の遵守は、厳

格に実施しております。また、当社グループが有している施設利用者等の個人情報についても、

法律に則った取扱いを徹底しております。これらコンプライアンスへの取組みとして、社内規

程の拡充整備を進め、社員研修等により日常的にコンプライアンスへの意識を高め、適正に業

務を遂行してまいります。
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⑤　安定的な資金調達の確保と財務基盤の強化

　今後も継続的に公的保育施設の開設を進めるためには、必要な設備投資資金を安定的に確保

することが重要となります。当社グループでは、複数の金融機関との継続的取引を通じた安定

調達、財務安全性を高める諸施策の実施による財務基盤の強化を進め、安定的かつ機動的な資

金調達に努めております。

(5) 主要な事業内容（2018年12月31日現在）

事　業　区　分 事　　　　業　　　　内　　　　容

公 的 保 育 事 業 認可保育所、小規模認可保育所、認証保育所等の運営

受 託 保 育 事 業 企業内・病院内等の受託保育所、学童保育所、わいわい広場の受託運営

そ の 他
幼稚園や保育所等に対する保育人材の派遣・紹介、認可外保育所の運営、ベビーシ
ッターサービス、ハウスサービス、テノスクール（tenoSCHOOL）の運営等

(6) 主要な営業所（2018年12月31日現在）

①　当社

本 社 福岡市博多区

②　子会社

株 式 会 社 テ ノ ．
コ ー ポ レ ー シ ョ ン

本社（福岡市博多区）、東京本部（東京都港区）
沖縄支店（沖縄県沖縄市）

株式会社テノ．サポート
本社（福岡市博多区）、東京本部（東京都港区）
大阪支店（大阪市淀川区）、沖縄支店（沖縄県沖縄市）
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(7) 使用人の状況（2018年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

公 的 保 育 事 業 858（151）名 143名増 （30名増）

受 託 保 育 事 業 767（868） 395名増（106名減）

そ の 他 7（137） 4名増 （43名増）

全 社 （ 共 通 ） 25 （－） 4名増　　 （－）

合 計 1,657（1,156） 546名増 （33名減）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員

等を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理

部門に所属しているものであります。

３．前連結会計年度末と比較して従業員数が546名増加（臨時雇用者数は33名減少）しており

ますが、主な理由は公的保育事業及び受託保育事業の業容拡大によるものであります。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

25名（－） 4名増（－） 37.8歳 1.5年

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員

等を含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．当社子会社での勤続年数を含む平均勤続年数は2.5年となります。

３．当社は純粋持株会社であるため、セグメント別の従業員数は記載しておりません。
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(8) 主要な借入先の状況（2018年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 福 岡 銀 行 860,282千円

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 575,451

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 524,284

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 367,781

株 式 会 社 佐 賀 銀 行 277,482

株 式 会 社 大 分 銀 行 175,310

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 129,500

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 127,000

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（2018年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 4,440,000株

（注）１．2018年５月24日開催の取締役会決議により、2018年６月29日付で普通株式１株につ

き200株の割合で株式分割に伴う定款変更を行い、発行可能株式総数は2,388,000株

増加し、2,400,000株となっております。

２．2018年６月15日開催の臨時株主総会決議により、発行可能株式総数に係る定款変更

を行い、2018年６月29日付で発行可能株式総数は2,040,000株増加し、4,440,000株

となっております。

②　発行済株式の総数 1,463,200株

（注）１．2018年５月24日開催の取締役会決議により、2018年６月29日付で普通株式１株につ

き200株の割合で株式分割を行い、発行済株式の総数は1,104,450株増加し、

1,110,000株となっております。

２．2018年12月21日に当社株式を東京証券取引所マザーズ市場及び福岡証券取引所

Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場に上場いたしましたことに伴い、有償一般募集により発行済株

式の総数は350,000株増加し、1,460,000株となっております。

３．当事業年度における新株予約権の行使により、発行済株式の総数は3,200株増加し、

1,463,200株となっております。

③　株主数 1,027名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 夢 源 500,000株 34.17％

池 内 　 比 呂 子 330,300 22.57

ジャフコＳＶ４共有投資事業有限責任組合 150,000 10.25

三菱ＵＦＪキャピタル5号投資事業有限責任組合 50,000 3.41

大 野 　 寿 美 33,400 2.28

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 24,900 1.70

荒 瀬 　 正 和 17,500 1.19

大 和 証 券 株 式 会 社 15,100 1.03

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥＥＳ　ＬＩ
ＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ（Ｃ
Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

10,900 0.74

Ｇ Ｍ Ｏ ク リ ッ ク 証 券 株 式 会 社 7,500 0.51

（注）持株比率については小数点以下第３位を四捨五入しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2014年１月17日（注）１ 2016年12月16日

新 株 予 約 権 の 数 36個 17個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 7,200株
(新株予約権１個につき200株)

普通株式 3,400株
(新株予約権１個につき200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権と引換えに払い込みは
要しない

新株予約権の行使に際して出資さ
れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
50,000円

(１株当たり　250円)

新株予約権１個当たり
110,000円

(１株当たり　550円)

権 利 行 使 期 間
2016年２月１日から
2020年１月31日まで

2019年１月１日から
2023年12月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）３

役員の
保有状況

取締役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 36個
目的となる株式数 7,200株
保有者数 2名

新株予約権の数 17個
目的となる株式数 3,400株
保有者数 3名

（注）１．2015年12月15日の株式移転により当社の完全子会社となった株式会社テノ．コーポレーシ

ョンが発行した第１回新株予約権のうち、2015年12月15日現在、行使又は消却されていな

い新株予約権に係る義務を、株式会社テノ．コーポレーションから当社が承継したもので

あります。

２．第１回新株予約権の行使の条件

①本新株予約権を保有する新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使

時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役又は従業員の地位にあることを要

するものとしております。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍その他当

社取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではありません。

②本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、かつ本新株予約権者が行使期間中に

死亡した場合は、相続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当

該本新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行使できるものとしてお

ります。ただし、相続人死亡による再相続は認めないこととしております。
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③本新株予約権者は、本新株予約権を、次の各号に掲げる期間において、既に行使した本

新株予約権を含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができることと

しております。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予

約権の個数につき１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本

新株予約権についてのみ行使することができるものとすることとしております。

イ．2016年２月１日から2018年１月31日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の２分の１

ロ．2018年２月１日から2020年１月31日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数のすべて

３．第３回新株予約権の行使の条件

①本新株予約権を保有する新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行

使時においても、当社または当社子会社の取締役、執行役又は従業員の地位にあること

を要するものとしております。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍そ

の他当社取締役会が正当な理由があると認めた場合にはこの限りではありません。

②本新株予約権者が行使期間前から休職しておらず、かつ本新株予約権者が行使期間中に

死亡した場合は、相続開始後１年内に限り、その相続人が当社所定の手続きに従い、当

該本新株予約権者が付与された権利の範囲内で本新株予約権を行使できるものとしてお

ります。ただし、相続人死亡による再相続は認めないこととしております。

③本新株予約権者は、本新株予約権を、次の各号に掲げる期間において、既に行使した本

新株予約権を含めて当該各号に掲げる割合の限度において行使することができることと

しております。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予

約権の個数につき１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本

新株予約権についてのみ行使することができるものとすることとしております。

イ．2019年１月１日から2020年12月31日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の２分の１

ロ．2021年１月１日から2023年12月31日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数のすべて

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2018年12月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 池 　 内 　 比 呂 子
株式会社テノ．コーポレーション代表取締役
株式会社テノ．サポート代表取締役

取 締 役 土 屋 悦 子 株式会社テノ．サポート取締役

取 締 役 福 士 　 泉 株式会社テノ．コーポレーション取締役

取 締 役 吉 野 晴 彦 管理本部長兼経営企画部長

社 外 取 締 役 渡 辺 顯 好
九州電力株式会社　社外取締役
株式会社九電工社外取締役

常 勤 監 査 役 田 中 隆 一
株式会社テノ．コーポレーション監査役
株式会社テノ．サポート監査役

社 外 監 査 役 古 賀 光 雄

古賀公認会計士事務所代表
古賀マネージメント総研株式会社　代表取締役
株式会社ワールドホールディングス社外監査役
株式会社ワールドインテック社外監査役

社 外 監 査 役 古 賀 和 孝
古賀・花島法律事務所所長
マックスバリュ九州株式会社　社外監査役
九州電力株式会社　取締役監査等委員

（注）１．取締役渡辺顯好氏は、社外取締役であります。

２．監査役古賀光雄氏、監査役古賀和孝氏は、社外監査役であります。

３．監査役古賀光雄氏は、公認会計士資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。

４．監査役古賀和孝氏は、弁護士資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有するものでありま

す。

５．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京及び福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

　会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役渡辺顯好氏、監査役古賀光雄氏及び監査役古賀

和孝氏と同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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③　取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

5名
（1）

53,602千円
（2,400）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

3
（2）

7,920
（3,600）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

8
（3）

61,522
（6,000）

（注）１．上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与等は含まれておりません。

２．上記報酬等の額には、役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。

３．取締役の報酬額は、2016年３月30日開催の定時株主総会において年額100,000千円以内（使用人兼務取

締役の使用人分給与を含まないほか、ストックオプションによる報酬等として年額30,000千円以内）

と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、2016年３月30日開催の定時株主総会において年額20,000千円以内と決議いた

だいております。

④　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先である法人等と当社との関係

　社外役員の兼務先と当社との間には特別な利害関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 渡 辺 顯 好
当事業年度に開催された取締役会21回のうち20回出席し、主に永年企業経営に

携わった豊富な経験に基づき意見・助言を行っております。

監査役 古 賀 光 雄

当事業年度に開催された取締役会21回のうち19回出席し、監査役会14回のうち

12回出席し、主に公認会計士としての専門的見地から、当社の会計等に係る意

見・助言を行っております。

監査役 古 賀 和 孝

当事業年度に開催された取締役会21回のうち18回出席し、監査役会14回のうち

13回出席し、主に弁護士としての専門的見地から、当社のコンプライアンス等

に係る意見・助言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算

出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬

等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、新

規上場に係るコンフォートレター作成業務についての対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が

選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨

と解任の理由を報告いたします。
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は、「私たちは、女性のライフステージを応援します。」、「私たちは、コンプライアン

スを推進します。」という経営理念のもと、株主、取引先、従業員等のすべてのステークホルダ

ーから信頼される企業であり続けるため、コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の重要課題

の一つと認識しております。

　当社は、この考え方に基づき、当社並びにその子会社から成る企業集団（以下、「当社グルー

プ」という。）の業務の適正を確保するための体制（以下、「内部統制システム」という。）そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりでありま

す。

①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

ア．コンプライアンス体制の整備強化をはかるために職務権限規程、業務分掌規程、リスク・

コンプライアンス規程及び適切な内部統制システムに関する規程を制定し、内部監査室を

設置し、当社グループの内部監査を積極的に実施することにより、コンプライアンス体制

を確保し、内部統制システムの有効性と妥当性を検証しております。

イ．健全な組織運営を目指し、内部監査室を窓口とした内部通報制度を導入しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．法令や文書管理規程をはじめとする社内規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書

又は電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記録し、適切に管理し保存しております。

取締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる体制をとっております。

イ．プライバシーマークの認証を取得し、個人情報を含む情報セキュリティの管理体制を構築

しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．組織横断的リスク状況の監視並びに全社的対応は管理本部が行い、各部門の所管業務に付

随するリスク管理は当該部門が行うこととしております。

イ．取引先与信を定期的に見直すとともに、稟議規程その他の社内規程を適宜見直し、必要に

応じてリスク管理の観点から規程の制定及び改定を実施し、その運用状況を内部監査室が

監視する体制をとっております。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．取締役会は迅速かつ的確な経営判断を行うために少数の取締役で構成し、毎月開催するほ

か、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

イ．取締役を中心とする経営会議において、経営に関する重要事項の報告及び対応策、並びに

コンプライアンスの遵守状況の報告について審議等を行い、経営活動の効率化をはかるこ

ととしております。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

ア．当社グループの事業ごとに、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を負う

取締役を任命し、当社グループの取締役及び使用人に対する一層のコンプライアンスの教

育・啓蒙を推進するとともに、グループ全体のコンプライアンスを統括するコンプライア

ンス委員会を適切に運用する体制をとっております。

イ．子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、業務執行の状況を毎月開催される取

締役会及び経営会議で報告を受けております。また、重要案件については当社の事前承認

事項とすることにより、子会社の業務の適正を確保する体制をとっております。

ウ．当社の内部監査室による定期的監査を受け入れ、その報告を受ける体制をとっております。

⑥　監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並

びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

ア．現在、監査役の職務を補助すべき使用人は求めがあれば設置する方針であり、それ以外に、

内部監査室は監査役の補助として、監査役の要望した事項の内部監査を必要に応じて実施

し、その結果を監査役に報告しております。また、監査役会に関する一般事務は管理本部

が所管することとしております。

イ．監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、その補助業務について独立性を確保

しております。内部監査室が補助業務を行う場合も同様とすることとしております。また、

補助すべき使用人の任命・異動、人事評価及び懲戒等については、監査役会が指名した監

査役と取締役が事前に協議を行うこととしております。

ウ．監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合は、必要に応じた監査への同行等、補助

業務の遂行に問題が生じないように対応しております。
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⑦　当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制、報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ア．当社グループの取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社グループ

に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンスに関わる事項等を必

要に応じて速やかに報告しております。

イ．報告の方法については、リスク・コンプライアンス管理規程並びに内部通報制度運用規程

において、通報者に不利益が及ばない内部通報制度を整備し、当社グループのすべての取

締役及び使用人に対し周知徹底をはかることとしております。

ウ．内部通報があったときは速やかにその事実関係を調査し、その結果を取締役及び監査役か

ら構成されるリスク・コンプライアンス委員会に報告しております。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ

いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負

担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行により生じたものでな

いことを証明できる場合を除き、これに応じることとしております。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ア．監査役は、代表取締役及び業務執行取締役と定期的に会合を行うことで、経営方針及び統

制環境の把握に努めております。

イ．子会社監査役との情報交換その他の連携により各監査が円滑に行われるよう、監査環境の

整備に協力することとしております。

ウ．監査役が監査の実施にあたり必要に応じて、当社の費用負担により弁護士、公認会計士等

の外部専門家を監査業務に活用することを認めております。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

ア．当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的な勢力に対して、

毅然とした態度を取り、経済的な利益は供与しないことを基本方針としております。

イ．組織としての対応方針としては反社会的勢力排除規程において明確化するとともに、警察

及び弁護士等の外部機関との連携体制を構築しております。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　取締役の職務執行

　当事業年度において取締役会を21回開催し、経営判断に基づく妥当性を満たすよう業務執行

の決定及び取締役の職務執行の監督を行いました。また、重要議案については経営会議等で事

前に十分審議したうえで取締役会へと上程し取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進しました。

②　損失の危険の管理

　組織横断的リスク状況を把握し、稟議規程、与信管理規程その他社内規程に則って業務執行

するよう徹底しております。

③　監査役の職務執行

　当事業年度において監査役会を14回開催し、監査役会で定めた基準に基づき策定した監査方

針・監査計画に従って監査を実施いたしました。子会社を含めた取締役会及び経営会議等の重

要な会議への出席や保育施設の往査、代表取締役、会計監査人及び内部監査室との間で定期的

に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状

況を確認しております。

④　内部監査の実施

　内部監査室は、監査計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施いたしました。監査結

果は代表取締役に報告され、被監査部門の責任者に改善事項の指摘を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2018年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
 

（資  産  の  
 

部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,212,297

2,035,662

900,898

25,611

251,579

△1,454

3,198,207

1,626,959

1,363,388

4,907

204,397

54,266

93,145

39,789

53,356

1,478,102

785,126

361,698

331,277

422

△422

 

（負  債  の  
 

部）

流 動 負 債 2,766,898

買 掛 金 22,557

短 期 借 入 金 916,780

一 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

316,192

未 払 金 780,659

未 払 法 人 税 等 64,155

賞 与 引 当 金 38,650

そ の 他 627,902

固 定 負 債 2,208,196

長 期 借 入 金 2,137,931

繰 延 税 金 負 債 8,050

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,600

資 産 除 去 債 務 48,689

そ の 他 3,925

負 債 合 計 4,975,094
 

（純 資 産 の
 

部）

株 主 資 本 1,435,410

資 本 金 399,520

資 本 剰 余 金 477,020

利 益 剰 余 金 558,870

純 資 産 合 計 1,435,410

資 産 合 計 6,410,505 負 債 純 資 産 合 計 6,410,505

－ 20 －



連 結 損 益 計 算 書

( 2018年１月１日から
2018年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,403,390

売 上 原 価 7,915,108

売 上 総 利 益 1,488,281

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,147,753

営 業 利 益 340,527

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,475

助 成 金 収 入 2,205

そ の 他 1,252 8,933

営 業 外 費 用

支 払 利 息 26,787

補 助 金 返 還 額 10,333

株 式 交 付 費 5,388

障 害 者 雇 用 納 付 金 6,800

そ の 他 6,013 55,322

経 常 利 益 294,138

特 別 利 益

補 助 金 収 入 979,279 979,279

特 別 損 失

控 除 対 象 外 消 費 税 等 28,495

固 定 資 産 圧 縮 損 979,107 1,007,602

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 265,815

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 93,827

法 人 税 等 調 整 額 8,750 102,578

当 期 純 利 益 163,237

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 163,237
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連結株主資本等変動計算書

( 2018年１月１日から
2018年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本
純 資 産 合 計

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 90,000 167,500 395,633 653,133 653,133

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 309,120 309,120 618,240 618,240

新株の発行（新株予約権の行
使）

400 400 800 800

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

163,237 163,237 163,237

当 期 変 動 額 合 計 309,520 309,520 163,237 782,277 782,277

当 期 末 残 高 399,520 477,020 558,870 1,435,410 1,435,410
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　２社

連結子会社の名称　　　　　　株式会社テノ．コーポレーション

株式会社テノ．サポート

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　３～40年

その他　　　　　３～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

②　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に

帰属する額を計上しております。
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ハ．役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

③　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、７年間の定額法により償却を行っております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　　　　　　　　　　　　　ただし、一部の連結子会社については固定資産に係る控除対象外消費税

等を個々の資産の取得原価に算入しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 634,693千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,463,200株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　　該当事項はありません。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　　該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と

なる株式の種類及び数

普通株式 34,400株
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達について

は主に銀行等金融機関からの借入により行っております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、長期貸付金（建設協力金）、

敷金及び保証金は主に当社グループの運営する保育所建物の賃貸借契約によるものであり、信用リスクに

晒されております。

　未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の期日のものであります。

　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目

的としたものであり、支払期日は最長のもので10年であります。

　売掛金に係る信用リスクは、「与信管理規程」等に沿ってリスク低減を図っております。

　長期貸付金（建設協力金）に係る信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時、

その他適時に契約先の信用状況の把握に努めております。

　敷金及び保証金に係る信用リスクは、取引開始時に信用判定を行うとともに、契約更新時、その他適時

に契約先の信用状況の把握に努めております。

　借入金は流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金繰り表を作成し、グループ全体の資金繰り動

向を把握・管理しております。また、一部の長期借入金は金利変動リスクに晒されておりますが、現状の

低い金利水準を鑑み、金利変動リスクを回避するためのデリバティブ取引は利用しておりません。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格がない場合には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価

額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額

が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 2,035,662千円 2,035,662千円 ―千円

(2) 売 掛 金 （ ＊ ） 899,444 899,444 ―

(3) 長 期 貸 付 金 785,126 803,510 18,383

(4) 敷 金 及 び 保 証 金 331,277 318,241 △13,036

資 産 計 4,051,511 4,056,858 5,347

(1) 未 払 金 780,659 780,659 ―

(2) 短 期 借 入 金 916,780 916,780 ―

(3) 長期借入金（１年内返済予定
の 長 期 借 入 金 を 含 む ）

2,454,123 2,464,328 10,204

負 債 計 4,151,563 4,161,768 10,204

（＊）売掛金に対する貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期貸付金、(4) 敷金及び保証金

　時価については、将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標で割り引いた現在価値に

より算定しております。

負　債

(1) 未払金、(2) 短期借入金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。
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２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現 金 及 び 預 金 2,035,662 － － －

売 掛 金 900,898 － － －

長 期 貸 付 金 34,165 140,079 201,566 409,314

合 計 2,970,726 140,079 201,566 409,314

３．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 916,780 －
－

－ － －

長期借入金 316,192 316,192 316,192 347,394 309,928 848,223

合 計 1,232,972 316,192 316,192 347,394 309,928 848,223

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 981円01銭

(2) １株当たり当期純利益 145円66銭

（注）2018年５月24日開催の取締役会決議により、2018年６月29日付で普通株式１株につき200株の割合で株

式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資

産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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６．重要な後発事象に関する注記

第三者割当増資（オーバーアロットメント売出しに関連した第三者割当増資）

　当社は、2018年11月27日及び2018年12月４日開催の取締役会において、オーバーアロットメントによる売出

しに関連して、野村證券株式会社が当社株主である池内比呂子より借入れた当社普通株式の返却を目的として、

同社を割当先とする第三者割当増資による新株の発行を下記のとおり決議しており、2019年１月21日に払込み

が完了しております。

　 (1) 発行株式数　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　52,500株

　 (2) 払込金額　　　　　　　　　　　　　　　　　１株につき1,589.50円

　 (3) 払込金額の総額　　　　　　　　　　　　　　83,448,750円

　 (4) 割当価格　　　　　　　　　　　　　　　　　１株につき1,766.40円

　 (5) 割当価格の総額　　　　　　　　　　　　　　92,736,000円

　 (6) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項　増加する資本金１株につき883.20円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 増加する資本準備金１株につき883.20円

　 (7) 割当先及び割当株式数　　　　　　　　　　　野村證券株式会社　　52,500株

　 (8) 申込株数単位　　　　　　　　　　　　　　　100株

　 (9) 申込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年1月18日

　 (10) 払込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年1月21日

　 (11) 手取金の使途

　今回の第三者割当増資による手取り額92,736千円につきましては、2018年12月12日に公表した「有

価証券届出書の訂正届出書」に記載の通り、公的保育事業における設備投資として不動産の建設工事

代金、不動産の賃貸借に伴う敷金・保証金、その他什器設備等に充当する予定であります。

（注）払込金額は会社法第199条第１項第２号所定の払込金額であり、割当価格は割当先より払い込まれる金額

であり、東京証券取引所マザーズ市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場への上場に伴い発行した株

式の募集並びに株式の売出しの引受価額と同額となります。
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貸　借　対　照　表

（2018年12月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
 

（資  産  の  
 

部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

1,445,302

823,579

3,370

2,182

578,298

35,640

2,231

3,260,126

12,564

5,741

1,916

4,907

37,932

36,571

1,360

3,209,628

285,683

2,923,945

 

（負  債  の  
 

部）
流 動 負 債 1,308,515

短 期 借 入 金 916,780
一年内返済予定の長期借入金 316,192
リ ー ス 債 務 1,447
未 払 金 32,756
未 払 費 用 600
未 払 法 人 税 等 26,533
未 払 消 費 税 等 7,627
預 り 金 6,003
賞 与 引 当 金 575

固 定 負 債 2,151,457
長 期 借 入 金 2,137,931
長 期 リ ー ス 債 務 3,925
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,600

負 債 合 計 3,459,972
 

（純 資 産 の
 

部）
株 主 資 本 1,245,455

資 本 金 399,520
資 本 剰 余 金 741,371
資 本 準 備 金 409,520
そ の 他 資 本 剰 余 金 331,851

利 益 剰 余 金 104,563
そ の 他 利 益 剰 余 金 104,563

繰 越 利 益 剰 余 金 104,563

純 資 産 合 計 1,245,455
資 産 合 計 4,705,428 負 債 純 資 産 合 計 4,705,428
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損　益　計　算　書

( 2018年１月１日から
2018年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 396,000

営 業 費 用 344,607

営 業 利 益 51,392

営 業 外 収 益

受 取 利 息 71,085

そ の 他 0 71,085

営 業 外 費 用

支 払 利 息 26,787

株 式 交 付 費 5,388

そ の 他 3,772 35,947

経 常 利 益 86,530

税 引 前 当 期 純 利 益 86,530

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,227

法 人 税 等 調 整 額 △136 30,090

当 期 純 利 益 56,440
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株主資本等変動計算書

( 2018年１月１日から
2018年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合　　計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

株主資本
合　　計

資本準備金
そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合　　　計繰越利益

剰 余 金

当 期 首 残 高 90,000 100,000 331,851 431,851 48,123 48,123 569,975 569,975

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 309,120 309,120 309,120 618,240 618,240

新株の発行（新株予
約権の行使）

400 400 400 800 800

当 期 純 利 益 56,440 56,440 56,440 56,440

当 期 変 動 額 合 計 309,520 309,520 － 309,520 56,440 56,440 675,480 675,480

当 期 末 残 高 399,520 409,520 331,851 741,371 104,563 104,563 1,245,455 1,245,455
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　子会社株式　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備は、定額法を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　３～10年

工具、器具及び備品　　　３～５年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエア　　　社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

(3) 引当金の計上基準

①　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属

する額を計上しております。

②　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　繰延資産の処理方法

　株式交付費　　　　　　　　　　株式交付費は、支出時に全額費用処理しております。

②　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,975千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 616,069千円

②　短期金銭債務 1,936千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業収益 396,000千円

営業取引以外の取引高 71,085千円

４．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 175千円

未払事業税 1,909千円

役員退職慰労引当金 2,924千円

その他 98千円

計 5,106千円

評価性引当額 △2,924千円

繰延税金資産　合計 2,182千円

繰延税金資産の純額 2,182千円
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５．関連当事者との取引に関する注記

子会社

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関連当事者との関係 取 引 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期 末 残 高
（千円）

子 会 社
株 式 会 社 テ ノ .
コーポレーション

所有
直接　 100.0％

役員の兼任
経営指導

資金の貸付

債務被保証

経 営 指 導 料
(注)1

資 金 の 貸 付
(注)2
利 息 の 受 取
(注)2
銀行借入に対
する債務被保
証(注)3

300,000

1,571,865

68,752

2,235,311

未 収 入 金

関係会社短期
貸 付 金
関係会社長期
貸 付 金

27,000

573,498

2,881,145

子 会 社
株 式 会 社 テ ノ .
サ ポ ー ト

所有
直接　 100.0％

役員の兼任
経営指導

資金の貸付

債務被保証

経 営 指 導 料
(注)1

資 金 の 貸 付
(注)2
利 息 の 受 取
(注)2
銀行借入に対
する債務被保
証(注)3

96,000

532,590

2,333

605,504

未 収 入 金

関係会社短期
貸 付 金
関係会社長期
貸 付 金

8,640

4,800

42,800

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．経営指導料については、業務内容を勘案して当事者の契約により決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３．銀行借入に対する債務被保証については、期末残高を記載しております。なお、当該債務被保証に対

する保証料の授受はありません。

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 851円19銭

(2) １株当たり当期純利益 50円36銭

（注）2018年５月24日開催の取締役会決議により、2018年６月29日付で普通株式１株につき200株の割合で株

式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額

及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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７．重要な後発事象に関する注記

　第三者割当増資（オーバーアロットメント売出しに関連した第三者割当増資）

　　当社は、2018年11月27日及び2018年12月４日開催の取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して、野村證券株式会社が当社株主である池内比呂子より借入れた当社普通株式の返却を目的と

して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株の発行を下記のとおり決議しており、2019年１月21日

に払込みが完了しております。

　 (1) 発行株式数　　　　　　　　　　　　　　　　普通株式　52,500株

　 (2) 払込金額　　　　　　　　　　　　　　　　　１株につき1,589.50円

　 (3) 払込金額の総額　　　　　　　　　　　　　　83,448,750円

　 (4) 割当価格　　　　　　　　　　　　　　　　　１株につき1,766.40円

　 (5) 割当価格の総額　　　　　　　　　　　　　　92,736,000円

　 (6) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項　増加する資本金１株につき883.20円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 増加する資本準備金１株につき883.20円

　 (7) 割当先及び割当株式数　　　　　　　　　　　野村證券株式会社　　52,500株

　 (8) 申込株数単位　　　　　　　　　　　　　　　100株

　 (9) 申込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年1月18日

　 (10) 払込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　2019年1月21日

　 (11) 手取金の使途

　今回の第三者割当増資による手取り額92,736千円につきましては、2018年12月12日に公表した「有

価証券届出書の訂正届出書」に記載の通り、公的保育事業における設備投資として不動産の建設工事

代金、不動産の賃貸借に伴う敷金・保証金、その他什器設備等に充当する予定であります。

（注）払込金額は会社法第199条第１項第２号所定の払込金額であり、割当価格は割当先より払い込まれる金額

であり、東京証券取引所マザーズ市場及び福岡証券取引所Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場への上場に伴い発行した株

式の募集並びに株式の売出しの引受価額と同額となります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年２月21日

株式会社テノ.ホールディングス

取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 只 隈 洋 一 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宮 嵜 　 健 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テノ.ホールディングスの2018年１月１日
から2018年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テノ.ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年２月21日

株式会社テノ.ホールディングス

取 締 役 会 　 御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 只 隈 洋 一 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宮 嵜 　 健 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テノ.ホールディングスの2018年１
月１日から2018年12月31日までの第4期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2018年１月１日から2018年12月31日までの第４期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社

法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基

づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年２月27日

株 式 会 社 テ ノ ． ホ ー ル デ ィ ン グ ス 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 田 中 　 隆 一 ㊞

社 外 監 査 役 古 賀 　 光 雄 ㊞

社 外 監 査 役 古 賀 　 和 孝 ㊞

（注）監査役古賀光雄及び古賀和孝の両氏は、会
社法第２条第16号及び第335条第３項に定
める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　定款記載の内容について所要の整備を行うものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

(目的）

第２条　（条文省略）

１～８　（条文省略）

９．前各号に掲げる業務を営む会社及びこれに

相当する業務を営む外国会社の株式又は持分

を所有することにより、当該会社の事業活動

を支配・管理する業務

２　当会社は、前項に付帯する業務を営むことが

できる。

第３章　株主総会

（招集権者及び議長）

第14条　株主総会は、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役社長がこれを招集し、議長とな

る。

（議決権の代理行使）

第17条　株主又はその法定代理人は、当会社の議決権

を有する他の株主又は親族を代理人として、

その議決権を行使することができる。

２　株主又は代理人は、株主総会毎に代理権を証

明する書面を当会社に提出し、又は電磁的方

法により提供しなければならない。

（目的）

第２条　（現行のとおり）

１～８　（現行のとおり）

９．（削除）

２　当会社は、前項に付帯関連する業務を営むこ

とができる。

第３章　株主総会

（招集権者及び議長）

第14条　株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議

長となる。

（議決権の代理行使）

第17条　株主は、当会社の議決権を有する他の株主１

名を代理人として、その議決権を行使するこ

とができる。

２　株主又は代理人は、株主総会毎に代理権を証

明する書面を当会社に提出しなければならな

い。
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（新設）

（新設）

第６章　計算

第３６条～第３９条（条文省略）

第６章　会計監査人

（会計監査人の選任）

第３６条　会計監査人は、株主総会の決議によって選

任する。

（会計監査人の任期）

第３７条　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までとする。

２　前項の定時株主総会において別段の決議が

なされないときは、当該定時株主総会にお

いて再任されたものとする。

第７章　計算

第３８条～第４０条　（現行どおり）
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第２号議案　監査役１名選任の件

　2019年３月27日をもって、当社監査役　古賀　和孝氏の辞任の申し出があり、それに伴い１名の監

査役候補者選任について、本件を提案いたします。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

※
みや

宮
の

野
ゆう

祐
すけ

輔

(1953年11月1日生)

1977年４月　西日本鉄道株式会社入社

2001年７月　株式会社西鉄アカウンティングサービス

代表取締役社長

2003年６月　西日本鉄道株式会社企画部長

2005年６月　同社取締役

2006年６月　同社取締役執行役員

2007年６月　同社取締役常務執行役員

2010年６月　同社常任監査役（常勤）

2016年６月　博多バスターミナル株式会社　代表取締役社長

0株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．宮野祐輔氏、社外監査役候補者であります。

４．宮野祐輔氏を社外監査役候補者とした理由は、豊富な経験知見から、今後取締役会等において、同氏

から当社経営に対する積極的な意見及び提言をいただくとともに、同氏の経験等を当社監査体制に生

かしたく、社外監査役候補者といたしました。

５．当社は、宮野祐輔氏が選任された場合、会社法第427条第１項の規定により、同氏との間に、任務を怠

ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、法令が規定する額とします。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：福岡市博多区下川端町３番２号

ホテルオークラ福岡　３階　「オークルーム」

（電話）092‐262‐1111

都市高速
天神北ランプ

中央郵便局

天神駅 明治通り

天神南駅

薬院駅

国体道路 祇園駅

JR鹿
児島本線

中洲川端駅

呉服町駅

昭和通り

博多リバ
レイン

都市高速
呉服町ランプ

地下鉄福岡空港駅

ホテルオークラ福岡

福
岡

市
役
所

西
鉄
福
岡

(

天
神)

駅

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

七
隈
線

 

渡
辺
通
駅薬

院
駅

那
珂
川

博
多
川

博
多
座

大
博
通
り

博
多

駅

＜交通手段＞

JR博多駅から

地下鉄　　博多駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」(所要時間　約５分)

タクシー　所要時間　約10分

福岡空港から

地下鉄　　福岡空港駅――中洲川端駅「姪浜方面行き」(所要時間　約10分)

タクシー　所要時間　約20分

西鉄福岡（天神）駅から

徒歩　　　約15分

※　お土産をご用意しておりますが、議決権行使書用紙の枚数にかかわらず、

　　ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきます。


